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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、業績目標と企業価値の増大等により、株主、顧客をはじめ広く関係者の負託に応えるべく、経営の意思決定と執行における透明性・公正

性の確保、コンプライアンスの順守に向けた監視・監督機能の強化等を図るために、株主重視の公正な経営システムとその適切な運営に努めて

まいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2021年６月の改訂後のコードに基づき記載しております。

〔補充原則1-2④ 議決権電子行使・招集通知英訳〕

当社は現在、海外投資家比率が比較的低いため、スケジュールおよびコスト等を勘案し議決権の電子行使や招集通知の英訳を採用していませ
ん。今後、株主構成の変化等状況に応じて検討を進めます。

〔原則2-3　社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題〕

当社は「私たちウィルソン・ラーニングは、創業時から「人や組織が、そのもてる力を最大限に発揮できるようお手伝いします」というミッションを掲
げ、これを全世界に共通した私たちの “存在理由”としています。 その実現に向けて 、 常に社会全体に新しい価値を提供できるよう、創意と工夫

で前進することを役員及びグループ従業員に求めています。

しかしながら、当社グループとしましては、業績の回復と黒字化を最優先としており、現時点のサステナビリティについての具体的な対応策の検討
に関しては引き続き検討課題となります。

なお、当社グループでは、IT技術を活用してｅラーニングやウェブを使ったハイブリッド研修、調査ビジネスを実施していますが、これによって受講
者の物理的移動が大幅に減少し、二酸化炭素の排出量削減に貢献しています。

コロナ禍以降、約60％以上の研修がハイブリッド化されて実施されており、この比率をさらに向上させていく予定です。

〔補充原則2-4①　中核人材の多様性確保の考え方およびその目標〕

当社グループは現状人数規模が比較的小さく、母集団としては限られることから実績値としての開示は行っていないものの、中途採用での採用を
主としておりますので、女性・中途採用者の管理職登用につきましては、一般的に行われております。

当社グループは国籍、性別等に囚われずその能力・成果に応じた人事評価を行うことを基本方針としており、今後測定可能な目標等の開示につ
いても検討してまいります。

なお、2023年4月時点では、取締役の50％が外国籍であり、女性管理職比率は単体で36.4％、連結で42.9％と厚生労働省による令和3年度雇用均
等基本調査結果における全国の企業平均を上回っております。

〔補充原則3-1②　英語での情報の開示・提供〕

当社は、英文での情報開示については現在のところ行っておりませんが、株主構成やコスト等を勘案した上で、今後の課題として検討してまいりま
す。

〔補充原則3-1③　サステナビリティについての取組みの開示、人的資本や知的財産への投資の開示〕

現在当社は、自社のサステナビリティについての取組みや人的資本や知的財産への投資等を開示できる状況にはありませんが、今後、開示に向
けて検討してまいります。

〔補充原則4-1②　中期経営計画の達成状況およびその活動評価を行い、株主に説明すること〕

当社は、変化する環境の中で、中期的な業績予測を掲げることは、必ずしもステークホルダーの適切な判断に資するものではないとの立場から、
数値目標をコミットメントする中期経営計画は公表しておりません。一方単年度予想と実績との乖離に関する原因分析は定期的に行っており、決
算発表等を通じ株主を含むステークホルダーに対し開示・説明を行っております。

〔補充原則4-1③　代表取締役の後継者計画の適切な策定・運用、後継者候補の育成が十分な時間と資源をかけて、計画的に行われているか〕

最高経営責任者である代表取締役については、人格・知識・経験・能力を勘案し、その時点の自社グループの置かれた環境や対処すべき課題に
応じて、最適と考える人物を取締役会で選定することとしております。取締役会は、現在、後継者計画についての策定・運用への主体的な関与及
び具体的な監督は行っておりませんが、今後、実現に向けた検討をしてまいります。

〔原則4-2 取締役会の役割・責務（2）〕

取締役会は、適切なリスクテイクを支えるため、取締役及び執行役員からの提案を歓迎しつつ、上程された提案につき、独立社外取締役の意見を
踏まえ審議を行っております。

なお、当社は現在、取締役の中長期的な業績に連動する報酬や自社株報酬等は採用しておりません。

〔補充原則4-2①　経営陣の報酬制度の設計〕

当社の経営陣の報酬は以下のとおり、固定枠(基本報酬)を基本としております。



固定枠（基本報酬）

取締役については、取締役会決議により一任された代表取締役が社会環境や社外の第三者の意見を参考に、役位、役割、会社業績、他社水準
等を総合的に勘案し、具体的な決定をしています。監査役については、監査役の協議により決定をしています。

今後、報酬の決定手続きについて、より客観性・透明性を高めるとともに、任意の報酬委員会の設置の要否、自社株報酬制度の導入の要否を取
締役会で検討してまいります。

〔補充原則4-2②　サステナビリティを巡る取組みについて基本的な方針を策定すること〕

当社の基本戦略の2つ

“テクノロジー・ドリブン”。最新の人間工学や産業心理学に基づくテクノロジーとＩＴ技術によって、ミッション遂行を遂行していくこと。もうひとつは“グ
ローバリゼーション”。世界中の企業の「人と組織の成長のパートナー」としてお手伝いしていくのが私たちの基本戦略です。

この2つが当社のサステナビリティを巡る取組の基本的な方針の元となります。

それぞれが、知的財産投資、及び人的資本投資が極めて重要な分野となります。

取締役会のもとにサステナビリティ委員会を創設し、方針の策定・課題の整理・監督を行っていく予定でしたが、現時点では経営成績の回復と黒字
化を最優先課題としており、引き続きの課題として検討してまいります。

〔補充原則4-3①　経営陣幹部の選任や解任について〕

社外取締役も参加する取締役会は、業績等の評価を踏まえ作成した経営陣幹部の選任・解任等について、社外取締役とも十分協議し適切に決
定しております。なお、今後、選解任基準の作成及び任意委員会の設置を検討いたします。

〔補充原則4-3②　代表取締役の選解任〕

当社を取り巻く事業環境はDXによって大きく変化していることに加えて、海外事業の比率が大きいことから、現時点で当社の代表取締役等に相応
しい知識、経験、能力の基準を設けることが必ずしも適切ではないと考えられ、代表取締役等を選任するための評価基準や特別な選任手続は定
めておりません。今後、当社の経営戦略を見据えた後継者計画の指針を取締役会で議論するなど、当社にとってのふさわしい資質を備えた代表
取締役等を適切に選任するための手続を検討する予定です。

〔補充原則4-3③　代表取締役を解任するための客観性・適時性・透明性ある手続の確立〕

当社は、最高経営責任者（代表取締役）の解任につきましては、任意の諮問委員会の設置や明確な解任要件を定めてはおりませんが、職務執行
に不正または重大な法令・定款違反、心身の不調、その他職務への著しい不適任があると取締役会が判断した場合には、取締役会の決議に基
づく解任手続きを実施します。

〔原則4-8 独立社外取締役の有効な活用〕

当社では東京証券取引所及び原則4-9にて開示している独立性判断基準の要件を満たす独立社外取締役は1名ではありますが、企業経営者とし
ての豊富な経験、幅広い知見を有しており、独立した立場で当社の経営の監督機能を強化する役割を十分に果たしていることから、当社の持続
的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与しているものと判断しております。

　また、公認会計士および弁護士資格を有する2名を独立社外監査役とし、会計および税務、法務に精通した立場から業務執行状況の監査を行っ
ており、経営監視の役割を十分に果たしております。

　以上の独立役員３名の取締役会への出席状況は良好で、取締役会で十分な議論が行われており、経営の監督・監査機能が確保されていると
判断しております。

　なお、独立社外取締役の増員を検討してまいりましたが、相応な人材を確保するに至っておりません。相応な人材の確保に向け人選の継続をし
てまいります。

〔原則4-10 任意の仕組みの活用〕

当社では、経営陣幹部・取締役候補者の指名や報酬などについては、客観的指標とその他の定性的要素からなる一定の基準に照らして、代表取
締役社長が他の代表取締役との協議を経て評価を行い、その結果に基づいて取締役会に提案、決議しており、こうした現状の体制により、一定レ
ベルにおいて取締役会の機能の独立性・客観性などが担保されていると考えております。今後は、こうした取締役会の独立性・客観性などをさらに
強化することについて、必要に応じて任意の仕組みのあり方も含めて検討してまいります。

〔補充原則4-10① 独立した諮問委員会の設置〕

当社の独立社外取締役は、自身の高度な経営経験やコンサルティング経験等を活かして、取締役会や各取締役へ意見を述べるとともに、必要に
応じて助言を行っています。また、常勤監査役１名、社外監査役２名（内、独立社外監査役２名）も含めて、取締役会等で活発に議論しており、公
正かつ透明性の高い体制が整備されています。

従いまして、現段階では経営陣幹部・取締役の指名・報酬などに係わり独立した諮問委員会の設置の必要性は無いものと考えておりますが、より
透明性の高いガバナンス体制を目指して本課題について継続検討をしてまいります。

〔原則4-11 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件〕

当社取締役会は、外国籍2名の取締役となっており、取締役の5割を超えておりますが、女性の取締役は選任しておりません。

当社監査役会は、弁護士、公認会計士の２名の社外監査役と内部監査に経験の長い常勤監査役の３名で構成され、財務・会計・金融・法務・内部
監査の知見を有しております。

〔補充原則4-11①　取締役のスキル・マトリックス等の開示〕

当社取締役会は、定款で定める取締役10名以内、監査役は4名の員数の範囲内で構成され、実効性ある議論を行うのに適正な規模、また、当社
の経営戦略の推進を監督していくうえで必要な知識、経験、能力等のバランスを備えた多様性ある人員で構成することを、基本的な考え方として
います。取締役のスキル・マトリックスにつきましては、早期の開示に向けて検討を行ってまいります。

〔補充原則4-11③　取締役会の実効性評価〕

当社は、現時点では定期的な取締役会実効性評価は実施しておりませんが、今後の取締役会の実効性を高めるためには実効性についての分
析・評価を行うことが重要であるという認識に基づき、今後の取締役会において効果的な評価方法等について十分議論の上、評価プロセスの整
備に努めてまいります。

〔原則4-14　取締役・監査役のトレーニング〕

各取締役・各監査役はその能力、経験及び知識が職務を遂行するにふさわしいかどうかを判断したうえで指名し、株主総会の承認を得たものであ
り、費用支援を必要とするトレーニング機会の提供・斡旋は行っておりません。

〔補充原則4-14②　取締役・監査役に対するトレーニングの方針についての開示〕

各取締役・各監査役はその能力、経験及び知識が職務を遂行するにふさわしいかどうかを判断した上で指名し、株主総会の承認を得たものであ



り、トレーニングを行う必要はないと考えているため、方針を定める予定はありません。ただし新任の取締役においては必要に応じ、コンプライアン
ス、ガバナンスに関する外部研修を受講する機会を設けております。また社外取締役に対しては、就任時に当社グループの基本的な情報を提供
し、その後、経営判断に必要な情報を随時提供しております。取締役会では、決議事項、報告事項に直接かかわる情報だけでなく、意思決定する
上で必要と思われる情報提供を行っています。

〔補充原則5-2①　事業ポートフォリオに関する基本的な方針〕

当社および当社グループは単一事業を営んでおり、今後も単一事業を営む見込であるため、事業ポートフォリオに関する基本的な方針は定めて
いません。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

〔原則1-4 政策保有株式〕

（１）政策保有に関する方針

当社は、取引先等との事業上の関係維持・強化を図ることにより、当社の中長期的な企業価値向上に資すると判断される場合に、当該取引先等
の株式等を取得・保有することがあります。

また、（２）に記載の検証結果に基づき、保有継続あるいは売却を判断いたします。

（２）政策保有株式にかかる検証の内容

政策保有株式を取得・保有している場合、年に1回、取締役会で、個別銘柄について保有目的、取引状況及び資本コスト等を踏まえ経済合理性の
検証を行うこととしております。

（３）政策保有株式にかかる議決権行使基準

政策保有株式としての議決権については、当該企業の価値向上に繋がるか、当社の企業価値を棄損させる可能性がないかを個別に精査したう
えで、議案への賛否を判断いたします。

なお、当社は現時点では、政策保有株としての上場株式を保有しておりません。

〔原則1-7 関連当事者間の取引〕

当社が、当社の役員や主要株主等との取引（関連当事者間取引）を行う場合は、会社や株主共同の利益を害することのないよう留意し、取締役と
行う利益相反取引については、取締役会規則において取締役会の決議事項として明示し、取締役会にてその取引にかかる承認を通じて監視を行
い、監査役会においては監査役監査基準に則り、監査を行っています。

〔原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮〕

当社では確定拠出型年金（定年退職時比率30％）と確定給付型企業年金（定年退職時比率70％）を採用しております。

また、確定拠出型年金の運用機関・運用商品の選定や従業員に対する資産運用に関する教育機会の提供のほか、入社時には説明を行い運用
の確認を行っています。

運用状況については、外部の専門家と連携してモニタリングを行っております。

〔原則3-1 情報開示の充実〕

(ⅰ)企業理念を当社ウェブサイトに掲載しております。（https://www.ir.wlw.co.jp/about/mission/）

有価証券報告書の第2【事業の状況】1【経営方針、経営環境、及び対処すべき課題等】において経営方針等は開示をしております。

（ⅱ）東京証券取引所に提出しました当社の「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」を当社ウェブサイトに掲載しております。

（ⅲ）　1.役員報酬等の内容の決定に関する方針等

a.基本報酬に関する方針

　役員の報酬は月額報酬の他、役員賞与により構成する。

　月額報酬は、常勤・非常勤の役員とも、役員報酬一本とし、手当等、他の給与は原則として支給しない。

　月額報酬は、株主総会において、取締役全員および監査役全員の報酬総額限度額を決議し、当該報酬総額限度額内での役員各人の報酬額
を、

（イ）取締役については、取締役会決議により、または取締役会決議により授権を受けた代表取締役（代表取締役が複数名の場合は、代表取締役
間の協議）で決定するものとし、

（ロ）監査役については、監査役間の協議により決定するものとする。

　役員賞与を支給する場合、その決定方法は前項に準ずる

b.業績連動報酬等に関する方針

　役員賞与は、あらかじめ基準額を定めず、支給する場合にはその都度支給額を決定する。

c.非金銭報酬等に関する方針

　該当事項はありません。

d.報酬等の割合に関する方針

　該当事項はありません。

e.報酬等の付与時期や条件に関する方針

　評価・改定は原則として毎年１回、定時株主総会後に実施する。

　役員への月額報酬の支給計算の期間は毎月1日から末日迄とする。

f.報酬等の決定の委任に関する事項

　取締役会決議により授権を受けた代表取締役（代表取締役が複数名の場合は、代表取締役間の協議）で決定する。

g.上記のほか報酬等の決定に関する事項

　会社業績が著しく低迷した場合、または社会的に責任を明らかにすべき事態が発生した場合などには、取締役については、取締役会の決議に
より、監査役については、監査役間の協議によって、報酬の減額・一部カット等の措置を取ることがある。

2．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は代表取締役に対し、各取締役の基本報酬の額の決定を委任しております。

　役員賞与を支給する場合は、前記に準じております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の評価を行うには代表取締
役が、適しているとしたためであります

上記内容につきましては、有価証券報告書において記載をしております。

（ⅳ）当社の経営を行うにふさわしい事業知識、経営経験を有しているかどうかを総合的に判断して、登用を決定しております。また解任につきまし



ては、選任後相当期間を経て当社の業績、成長に寄与することが難しいと判断された場合、判断をしております。

（ⅴ）当社におきましては、社外取締役、社外監査役候補者の指名理由につきましては、株主総会参考書類にて開示しております。

その他取締役、監査役につきましては、略歴のみを記載しておりますので、今後、当該候補者についても指名理由を開示することを検討してまい
ります。

〔補充原則4-1① 経営陣に対する委任の範囲を明確に定め、その概要を開示すべき〕

取締役会、経営会議、稟議等で意思決定すべき事項については、取締役会規程において、重要性の度合いに応じて詳細かつ具体的な付議・報
告基準を定めております。取締役会の決議事項以外の内容については、執行役員会の決議／稟議による決裁に委任しております。また、業務執
行責任者および社内部門長の職務権限、職務分掌等についても、社内規程により明確化しており、組織変更等に応じて、常に見直しがなされる
仕組みを構築しています。

〔原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質〕

当社では、会社法に定める社外取締役の要件並びに東京証券取引所が定める独立性基準に従い、独立役員である社外取締役の候補者を選定
しています。

〔補充原則4-11② 取締役・監査役の兼任状況の開示〕

社外取締役および社外監査役をはじめ、取締役および監査役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を取締役および監
査役の業務に振り向け、兼職については合理的範囲に留めています。なお、その兼任の状況は、有価証券報告書等に開示しております。

〔原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針〕

当社では、グローバルコーポレート本部をＩＲ担当部署としています。

グローバルコーポレート本部は、経理、総務等ＩＲ活動に関連する部署を統轄し、日常的な部署間の連携を図っています。株主との対話や投資家
からの取材で得られる反応は、随時、経営陣幹部および取締役会に報告しています。なお、株主との対話に際してはインサイダー情報の漏洩防
止を徹底しています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

森　捷三 906,000 17.58

サンウッド株式会社 750,760 14.56

株式会社日本経済新聞社 360,900 7.00

株式会社SBI証券 260,725 5.06

ジャフコグループ株式会社 200,900 3.90

上田八木短資株式会社 122,800 2.38

株式会社三井住友銀行 86,160 1.67

日本証券金融株式会社 80,300 1.56

ＳＭＢＣベンチャーキャピタル株式会社 65,000 1.26

久保田正明 60,000 1.16

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 サービス業



直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数
10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 その他の取締役

取締役の人数 4 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

柴山　慎一 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

柴山　慎一 ○ ―――

企業コンサルティング及び企業経営の豊富な
経験があり、外部からの専門的な知見を当社
の経営に生かせると判断したため。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　内部監査については、当社のグローバルコーポレート本部内の内部監査担当（１名）が中心となり定期的に内部監査を実施しております。内部
監査担当が監査計画に基づき監査を行い発見された例外・逸脱事項等は、部門の責任者を通じて社長に報告されます。社長が重要と判断したも
のは、取締役会に報告のうえ協議されます。

　また、内部監査担当は、監査役会と同様、会計監査人から会計監査及び内部統制監査で発見された問題点について報告を受け、問題点の共
有化を行っております。

　内部監査担当が内部監査で発見した問題点について会計監査人に報告し、専門的意見を求め、改善提案を執行役員会に行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

稲垣　誠二 公認会計士

志賀　剛一 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者



h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

稲垣　誠二 ○ ―――
公認会計士の資格を有しており、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有するため

志賀　剛一 ○ ―――

法律の専門家としての豊富な経験があり、外部
からの専門的な知見を当社の経営に生かせる
と判断したため。

　　また、企業不祥事の調査委員の経験も複数
あり、コンプライアンスの観点からも期待でき、
企業の経営に関与された経験はありません
が、法律事務所の経営を長年続けておられる
経験からも、社外監査役としての職務を適切に
遂行できると判断したため。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社の社外取締役　柴山慎一氏、社外監査役　稲垣誠二氏および志賀剛一氏を東京証券取引所の独立役員として指定し、届出を行っておりま
す。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

過去、業績の向上に対する意欲・士気を高め業容の拡大を目指すために、ストックオプション制度を導入しておりましたが、業績の低迷等を鑑み、

導入を見送らさせていただいております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

取締役報酬については、有価証券報告書において全取締役に対する支払総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりませんが、役員報酬規程により、

以下のように定めております。

月額報酬は、株主総会において、取締役全員及び監査役全員の報酬総額限度額を決議し、当該報酬総額限度額内での役員各人別の報酬額
を、（イ）取締役については、取締役会決議により、又は取締役会決議により授権を受けた代表取締役（代表取締役が複数名の場合は、代表取締
役間の協議）で決定するものとし、（ロ）監査役については、監査役間の協議により決定する。

また、取締役の報酬限度額については、2006年６月27日開催の第25回定時株主総会において年額１億5,000万円以内（ただし、使用人分給与は
含まない。）と決議いただいております。監査役の報酬限度額については、1993年６月25日開催の第12回定時株主総会において年額3,000万円以
内と決議いただいております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

当社の社外取締役及び社外監査役に対するサポートは、グローバルコーポレート本部が担当しております。主に取締役会及び監査役会の開催

日、その議案の連絡、要求された必要書類の手配等があります。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

森　捷三 名誉会長
当社の経営に対するアドバイス業
務

非常勤・報酬無 2020/7/31 定めなし

大谷　彰一
シニア・コンサル
タント

当社の営業推進、研修の実行に
対するアドバイス業務

当社の販促に関する支援業務

非常勤・報酬有 2021/8/31 1年ごとに契約

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1)業務執行の方法

当社の業務執行については、以下の体制であります。

（取締役会）

代表取締役副社長 児島研介が議長を務めており、代表取締役社長 トーマス・ホリス・ロス、取締役 取締役 エドワード・H・エムデ、社外取締役 柴

山慎一の計４名（2023年６月28日現在、うち社外取締役１名）で構成され、毎月の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催してお
ります。取締役会は、法令・定款に定められた事項のほか、取締役会規程に基づき重要事項を決議し、各取締役の業務執行の状況を監督してお
ります。

　また、取締役会には、すべての監査役が出席し、取締役の業務執行の状況を監視できる体制となっております。

（執行役員会）

全社経営課題に対する討議及び意思統一を目的として執行役員会（取締役及び執行役員で構成）を毎週１回開催しております。執行役員会は代
表取締役副社長 児島研介が議長を務めており、執行役員 渡壁淳司、執行役員 三浦英雄、執行役員 小原大樹、執行役員 久住達也の計6名（20

23年６月28日現在）で構成されております。その他、常勤監査役が参加しております。

(2)監査・監督の方法



（監査役会）

当社は、監査役会制度を採用し、常勤監査役 本山隆雄、社外監査役 稲垣誠二、社外監査役 志賀剛一の計３名（2023年６月28日現在、社外監

査役２名）で構成されております。毎月の定例監査役会のほか、必要に応じて臨時監査役会を開催しております。

　常勤監査役は、取締役会のほか、執行役員会等の重要な会議に出席し、必要に応じて意見陳述を行う等、常に取締役の業務執行を監視できる
体制となっております。

　また、内部監査担当および会計監査人と随時情報交換や意見交換を行うほか、三者による会議を行う等連携を密にし、監査機能の向上を図っ
ております。

（内部監査）

当社のグローバルコーポレート本部内の内部監査担当（1名）が中心となり定期的に内部監査を実施しております。内部監査担当が監査計画に

基づき監査を行い発見された例外・逸脱事項等は、部門の責任者を通じて社長に報告されます。社長が重要と判断したものは、取締役会に報告

のうえ協議されます。

（監査役監査）

監査役監査については、常勤監査役 本山隆雄が中心となり、開催される取締役会に出席し、取締役の業務報告、承認事項の提案等を通じて業

務執行の詳細について確認しております。また、定期的にグローバルコーポレート本部で管理する帳票類等を閲覧しその内容を確認し、直接担当
者に事実を確認する方法で監査を実施しております。また、月１回の監査役会にグローバルコーポレート本部長に出席を求め、月次の状況の報
告を受けております。この過程を通じて発見された問題点は監査役会及び取締役会に報告され、組織として改善されます。

　なお、社外監査役 稲垣誠二は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。また、社外監査役 志賀剛

一は、弁護士の資格を有し、法律に関する相当程度の知見を有しております。

　監査役会は、会計監査人から会計監査及び内部統制監査で発見された問題点について報告を受け、問題点の共有化を行っております。また、
監査役監査及び内部監査担当が内部監査で発見した問題点について会計監査人に報告し、専門的意見を求め、改善提案を執行役員会に行って
おります。

（会計監査）

会社法監査及び金融商品取引法監査については、海南監査法人と監査契約を締結しております。

会計監査人は、会計監査及び内部統制監査で発見された問題点について監査役会及び内部監査担当に報告し、問題点の共有化を行っておりま

す。

(役員報酬の決定)

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりませんが、役員報酬規程により、以下のように定めております。

月額報酬は、株主総会において、取締役全員および監査役全員の報酬総額限度額を決議し、当該報酬総額限度額内での役員各人別の報酬額
を、（イ）取締役については、取締役会決議により、または取締役会決議により授権を受けた代表取締役（代表取締役が複数名の場合は、代表取
締役間の協議）で決定するものとし、（ロ）監査役については、監査役間の協議により決定する。

　当社において、授権を受けた代表取締役は、代表取締役社長 トーマス・ホリス・ロスおよび代表取締役副社長　児島研介の２名であり、株主総

会で決議された報酬総額の範囲内において、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定する権限を有しております。

　また、取締役の報酬限度額については、2006年６月27日開催の第25回定時株主総会において年額１億5,000万円以内（ただし、使用人分給与は
含まない。）と決議いただいております。監査役の報酬限度額については、1993年６月25日開催の第12回定時株主総会において年額3,000万円以
内と決議いただいております。

　取締役の報酬額の決定過程においては、取締役会において社外取締役・社外監査役との意見交換を行ったうえで決定しており、客観性・公正性
を担保しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監督する機能をもつ取締役会に対し、監査役３名中の２名を社外監査役とする
ことで経営を監視する体制が整っているため、現状の体制としております。

　なお、監査役３名のうち２名を社外監査役として選任しており、公認会計士、弁護士等の専門性の高い知識と豊富な経験を有しております。取締
役会及び経営陣に対して独立した立場で積極的に意見を述べており、実効性の高い監査役会を構築しております

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

実施していません。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社は金融商品取引法等の諸法令ならびに、東京証券取引所の定める適時
開示規則に従い、正確、適時かつ公平に情報の開示を行います。

また、適時開示規則に該当しない情報であっても、株主や投資家の皆様にとっ
て必要であると思われる情報については、公開いたします。

（当社HP：IRポリシー）https://www.ir.wlw.co.jp/about/ir_policy/



IR資料のホームページ掲載

当社ホームページに適時開示関係および有価証券報告書を開示しておりま
す。

（当社HP：IRサイト）https://www.ir.wlw.co.jp/

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は「人や組織がその持てる力を最大限発揮できるようにお手伝いします」というミッショ
ンの

もと、お客様の成長を支援しております。また、決算短信、有価証券報告書においてお客
様、株

主の方々に対し、当社の状況を報告するとともに配当にも触れ尊重の立場を明示しており
ま

す。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、2010年3月18日付で国連が提唱する「グローバル・コンパクト」へ参加しておりま
す。国連グローバル・コンパクトの定める4分野（人権、労働、環境、腐敗防止）において、
当社が影響の及ぶ範囲内で各4分野における一連の本質的な価値観を容認し、支持し、
実行に移す努力をしております。「グローバル・コンパクト」に参加したことにより今後当社
は、より良い社会の実現に向けて、一層、企業の社会的責任の取り組みに努めてまいりま
す。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

開示情報につきましては、東京証券取引所の規則に沿って情報提供をしております。ま
た、開

示情報以外については、取締役会において方針等を定めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

ⅰ　国内に関しては、会社全体として各組織単位での執行役員以上が出席する執行役員会を週１回開催し、会社の重要情報（国内営業情報、海
外営業情報、その他重要な情報等）の共有、問題点の把握を行っております。

ⅱ　また、実務面ではグローバルコーポレート本部において、それぞれの所轄範囲に応じて管理を行っております。社内業務フローに沿った処理
でそれぞれの部で発見された例外・逸脱事項等は、その都度該当部門の責任者に報告され、また、必要に応じてグローバルコーポレート本部長
に報告されます。グローバルコーポレート本部長が重要と判断したものは、週１回の執行役員会に報告のうえ協議されます。

ⅲ　会社全体の業務フローの改善提案は、グローバルコーポレート本部を中心に執行役員会に報告され検討されます。また、社内規程等の改訂
は、グローバルコーポレート本部が中心となり必要に応じて行っております。

ⅳ　海外子会社は、米国子会社ウィルソン・ラーニング コーポレーションを通じて管理体制を構築し、コンプライアンス・ポリシー、リスク管理、子会

社間の取引ルール等の基本ルールを定め、それらを運用しております。また、月例会議において、事業遂行状況等について報告を受けることとす
る他、経営計画達成のための指導を行っております。

　　子会社間の取引ルール等については、子会社の責任者が出席する定期的な会議で見直しを行っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

お客様及び取引先との契約書において、反社会的勢力排除に関する条項を必ず設けることとしております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――





株主総会

取締役会
取締役 4名

監査役会
監査役 3名

（うち常勤監査役 1名）

選任・解任

監査

選任・解任

代表取締役

選定・解職・監督

内部監査

会
計
監
査
人

選任・解任

報告

カバナンス体制：概要

経営会議
（取締役・執行役員）

報告指示・監督

各業務執行部門

顧
問
弁
護
士

会計監査

指示

相談

指導・助言

報告

連携

連携

報告

内部監査

連携

指示・監督



適時開示体制：概要

決定事実に
関する情報

発生事実に
関する情報

決算に関する
情報

関係部門

グローバルコーポレート本部長 （適時開示の判定）

取締役会 （決議開示の内容確認・決定）

適時開示担当

情報開示
（東京証券取引所・当社ホームページ等）

当社各部門
・子会社

管理本部
経理チーム

付議資料作成
開示資料案作成・提示
議案上程

付議資料作成
開示資料案作成・提示
議案上程

付議資料作成
開示資料案作成・提示
議案上程

グローバルコーポレート本部長

指示 指示 指示

指示
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